
神戸大学・海事科学研究科・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４５０１

基盤研究(C)（一般）

2017～2015

船舶の衝突・座礁を防ぐ安全教育の開発

Development of Safety Education to Prevent Collision and Grounding of Ships

２０３６２８２４研究者番号：

渕　真輝（FUCHI, Masaki）

研究期間：

１５Ｋ００９７７

平成 年 月 日現在３０   ６   １

円     3,600,000

研究成果の概要（和文）：海運会社での調査から、海上交通の状況認識と、それに対する対応が問題であること
が確認された。眠気の緩和について十分なデータが得られなかった。操船シミュレータ実験から操船者の状況認
識について経験差の特徴を明らかにした。これを基に安全教育プログラムを開発した。それはシミュレータにて
操船させ、各自の操船結果および状況認識結果を提示し互いに意見交換をさせるものであった。これにより他者
の状況認識内容や状況への対応を学習することになる。研修参加者からは従前と異なる有効な研修であるとの評
価を得た。眠気緩和について目的を達成できなかったが、新たな海上交通における安全教育プログラム手法を明
らかにすることができた。

研究成果の概要（英文）：Data analysis from a survey conducted with a shipping company concluded that
 situational awareness and proper judgement of maritime traffic were essential for safe navigation. 
There was not enough data from the survey to make conclusions about the mitigation of sleepiness. 
Survey analysis and results from the ship handling simulator demonstrated a difference in 
situational awareness to maritime traffic corresponding to experience. A safety education program 
was developed based on the results. Participants discussed the results of situational awareness and 
ship handling evaluation with each other after the ship handling simulation. In this discussion, 
participants learned about situational awareness and the judgement of others. The participants 
commented that the safety education program suggested by this research was effective training and 
different from conventional education. Finally, this research suggests new methods for safety 
education programs for maritime traffic.

研究分野：船舶安全
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
2012 年に海難審判所で立件された事故件
数は 1063 件で衝突が 434 件、乗揚げが 183 
件と、衝突と乗揚げで過半数を超えている
（海難審判庁，2013）。この傾向は毎年変化
がなく、立件されなかった事故を含めるとか
なりの数の衝突・乗揚げ事故が起こっている
ものと推測される。船舶の衝突回避について、
船舶の運航は航空機のように管制されてお
らず、自動車と同様に操船者が状況を把握し
て操船判断を行っている。道路がない海上交
通の場合、基本的に各船舶は海上を縦横無尽
に自由に航行しており、このため衝突はあら
ゆる場所であらゆる方向から接近する船舶
間で起こる。また海上を航行する船舶は 300
ｍを超える大型船舶から 10ｍばかりの小型
漁船まで、目的を異にするする船舶が航行し
ている。そのため衝突を予防するための海上
交通ルールは、何時から海上交通ルールを適
用するか、いつ衝突回避すべきか具体的な時
機を明確にできず、よって完全に各船の操船
者の主観によって運用されている。 
このような背景から、衝突に関しては操船
者の衝突回避時機の問題、海上交通ルール適
用の問題、状況に応じて心理的に得と判断さ
れる危険な衝突回避判断をするというリス
クテイキングの問題が存在する。また、一般
に商船は昼夜を問わず運航されている。港に
て貨物の積み下ろし作業（荷役という）があ
れば航行中の交代勤務体制を崩して出入港
作業や荷役作業に従事する。このように操船
者はサーカディアンリズムの影響を受ける
ばかりか、不規則な勤務形態による影響も受
けている。このような背景から眠気の問題が
あり、眠気のために座礁した例は枚挙にいと
まがない。また衝突した例で眠気が挙げられ
ることは少ないが、但し法廷では“気づかな
かった”“見張っていなかった”といったよ
うな眠気が疑われる記述が多い。 
このように、海上交通では、眠気という問
題の上にさらに明確でない海上交通ルール
をとりまく問題がある。大手海運会社では操
船シミュレータを利用した技能訓練研修が
行われているが、安全を目的とした教育とし
ては、航空機の CRM 訓練をベースとした
BRM 訓練はあっても、その他は啓発活動や
座学が中心である。一方でその他の産業界で
はさまざまなヒューマンファクタをベース
とした安全に関する教育手法が開発検討さ
れている（例えば、高橋ら,2013）。 
船舶の衝突回避について、操船者の海上交
通ルール適用時機や衝突回避時機は、操船す
る船舶の大きさによって異なることが指摘
されている（渕ら,2009）。リスクテイキング
の問題については、海上交通ルールに反して
不都合な状況を回避しやすい方略を選択す
る操船者がいることが報告され（渕ら，2009）、
霧の中でレーダーのみによって航行してい
る場面でも同様のことが指摘されている（渕

ら，2014）。さらに英仏海峡での海上交通観
察においても formal rule に従った行動と 
informal な行動が報告されている（Chauvin 
C. & Lardjane S.，2008）。 
このように多くの学術調査は、操船者は海
上でルール通りの判断とルールとは異なる
判断をしながら船舶を操っていることを示
しており、“ルールを守りましょう”と啓発
活動や座学による安全教育を行っても意味
が無いことが明らかである。他産業ではタク
シーにおける研究（中村ら，2014）や看護に
おける研究（安達ら，2010）があり参考にで
きる。 
座礁ならびに衝突の背景となっている眠
気の問題については、長距離トラックの問題
（小山ら，2011）と同様の問題を抱えている
ものと推察される。操船者へのインタビュー
調査（渕ら，2013）では眠気を感じたことが
ない操船者はほとんどおらず、眠気を感じれ
ば、立つ、顔を洗うなどの身体的対策をして
いる。眠気を原因とする船舶事故は夜間平穏
な気象状況下で多く発生していることが指
摘されており（漆谷，2014）、“単調”が問題
であると推測できる。操船者は単調な中で周
囲に対する監視作業を継続しなければなら
ず、事故防止のためには単調による注意能力
の低下（眠気）を緩和することが有効と考え
られる。二重課題を用いた研究（山田ら，
2013）では、会話が注意能力の低下に対して
良い影響を与えていることを示唆している。
ただし一人で船舶を運航している多くの船
舶のケースでは会話はできず、眠気を緩和す
るために、機器作動確認のような作業につい
て検討する必要がある。眠気についても、た
だ“寝るな”という啓発活動だけでなく、こ
のような学術的知見を現場にフィードバッ
クする必要がある。 
以上の背景から、啓発活動や座学ではない
ヒューマンファクターを考慮した船舶の衝
突・座礁を防ぐ安全教育プログラムが必要と
考え、今回の課題を申請するに至った。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の目的は、海上交通において繰り返
し発生する衝突や座礁といった航行中の船
舶事故に関して、ヒューマンファクタの面か
ら検討した航海に特化した安全教育プログ
ラムを開発することである。衝突に関しては
操船者の衝突回避時機の問題、海上交通ルー
ル適用の問題、危険だが得である判断を選択
するというリスクテイキングの問題、眠気に
関する問題等が挙げられる。また乗揚げにつ
いては航路選定の問題、眠気の問題等が挙げ
られる。このような問題について単に危険で
あると指摘し教授するのではなく、現場や体
験などを通じて考える、海上交通を対象とし
た新しい安全教育を検討し試行することを
目的とした。 
 



３．研究の方法 
 
当初計画した研究方法は次の通り。 
 
(1)平成 27 年度 
①船社におけるヒアリング調査 
船社の安全管理部門に対して、船社におけ
る安全教育や安全管理活動の現状をヒアリ
ング調査の実施。 
②実態調査項目の策定 
実際に運航されている船舶での調査項目の
策定。 
③他産業における取組みに関する継続的情
報収集[平成 27 年度～平成 29 年度 継続
調査] 
他産業において実施されている取り組みに
ついて継続的に情報収集する。 
④船舶操縦中の眠気を緩和する簡単な作業
についての検討 
神戸大学大学院海事科学研究科が所有する
大型操船シミュレータを用いて実験実施。 
 
(2)平成 28 年度 
⑤便乗調査 
協力が得られた船社が運航する船舶にて便
乗調査の実施。 
⑥便乗調査結果の検討と安全教育プログラ
ムの検討 
操船者の実行動と操船者に関する学術的知
見とを比較し、修正すべき操船者の行動判
断等にかかる事項を抽出する。 
⑦船社との眠気の緩和作業と安全教育プロ
グラム実施に関る調整 
提案する安全教育プログラムを現実に実施
可能な形に修正する。 
 
(3)平成 29 年度 
⑧眠気の緩和作業と安全教育プログラムの
試行 
実船または操船シミュレータを用いて、眠
気緩和作業の導入と危険回避のための安全
教育プログラムを試行する。 
 
実際には、⑤便乗調査について、船社との
調整がつかず当年度において実施すること
ができなかったが、学内で行われた研修なら
びに船社における研修に参加し、操船シミュ
レータにて船舶を運航中に調査を行った。ま
た、眠気の緩和作業については、多くの船社
では前方注視を指導しているために別作業
に対しての理解を得ることができなかった
ため、まず作業とならない音楽聴取の影響を
調査することとした。 
 
４．研究成果 
 
(1) 船舶の衝突・座礁を防ぐ安全教育の現状 
船社におけるヒアリング調査では、外航船
社 2社、内航船社 2社について実施した。ま
た神戸大学大学院海事科学研究科附属海事

研究センター海事安全管理部門が開催した
ワークショップにて外航船社 1社、海事コン
サルタント、陸上産業における取り組み事例
について情報収集を行った。 
その結果、各海運会社における安全教育や
安全管理活動には次の特徴があった。 
 
①新入社員研修の段階において自己の作業
管理技術について説明し、技能獲得方法を
操船シミュレータを用いて指導する 
②新入社員にリソース・マネジメントに関す
る座学を行い、その後操船シミュレータを
用いて指導する 
③運航船舶に担当者が乗船し実態調査から
得られた要変更事項を社内で共有しフィ
ードバックを行う 
 
①と②についてはその後継続的に研修が
行われるとのことであった。以上のような結
果を基に検討した結果、特に運航中の他船に
関する状況認識と座礁防止に関わる船舶の
位置確認について実態を調査する必要性が
あると考えられた。 
 
(2) 船舶の衝突・座礁を防ぐ安全教育に必要
なポイント 
便乗調査については船社との調整がつか
ず実施することができなかったため、学内で
行われた研修ならびに船社における研修に
参加し、操船シミュレータにて船舶を運航中
に調査を行った。 
その結果、他船に関する状況認識と座礁防
止にかかわる船舶の位置確認は重要である
ことは認識されていた。しかしながら用いる
言葉は同じであっても、各自の操船経験年数
や操船経験船舶の大きさといった航海経験
によって、タイミングや内容に違いがあるよ
うに観察された。 
状況認識は「見張り」という言葉の中の一
部として重要と認識しながらも、状況認識の
内容や認識された状況への対応方法は異な
った。これらに対して現場においては「引き
出しの数を多く持つこと」という言葉で検討
することの重要性を表現しており、安全教育
の一つのポイントであると考えられた。 
また「当たり前のことを、馬鹿にせず、ち
ゃんと行う」という言葉で研修が行われてい
たが、これについては並行する心理学的知見
の調査としては、なぜ当たり前のことを実行
に移せないのかを理解する必要性を指摘す
る研究もあり、これも安全教育のポイントに
なるであろうと推察された。 
 
(3)眠気の緩和 
眠気の緩和作業については、多くの船社で
は前方注視を指導しているために別作業に
対しての理解を得ることができなかった。こ
れについては普段の運航中に行われている
作業が眠気を緩和している可能性を学術的
にデータで示さなければ現場の理解を得る



ことができず、引き続き実験を継続してデー
タを蓄積する必要があると考えられた。まず
作業ではなく音楽を聴くことによる眠気緩
和に関する実験を行った。 
実験は神戸大学海事科学部の船舶運航シ
ミュレータを用い、航海分野 4回生 19 名（乗
船履歴 3ヶ月）が参加した。十分に広い海域
における約 40 分の夜航海のシナリオで、海
域には自船と衝突するコースをとる一隻の
他船が登場した。 
行動指標として、実験参加者が実験開始か
ら他船の方位変化を測り始めるまでの時間
を他船に対する反応時間とした。また、生理
指標として、VTR 法で観測した実験参加者の
顔の映像から瞬目率を計測した。そして、主
観指標として疲労・覚醒状態を計測する RAS、
眠気を計測するVAS及び実験後に口頭による
質問を行った。分析は音楽を聴取した群と、
音楽を聴取しなかった群を比較した。 
行動指標について、音楽を聴取した実験参
加者群は音楽を聴取しなかった実験参加者
群と比べて反応時間が約 28 秒早かった。両
群の統計的な有意差が無かったことから、音
楽の聴取が見張りに悪影響を与えないこと
が示唆された。 
生理指標について、音楽を聴取しなかった
実験参加者群の瞬目率は約 17%増加し、音楽
を聴取した実験参加者群の瞬目率は約 5%減
少した。音楽を聴取した実験参加者群に統計
的な有意差は無く、音楽を聴取しなかった実
験参加者群に統計的な有意差があったこと
から、当直中に音楽を聴取することにより覚
醒水準の低下が抑制されることが示唆され
た。 
主観指標について、RAS 及び VAS では、両
群それぞれの実験前後のスコアに統計的な
有意差はみられなかった。実験後の RAS 及び
VAS は、実験参加者が他船を発見した直後に
実施したため、船舶の発見が覚醒水準に影響
を与えた可能性が考えられる。口頭質問にお
いて、音楽を聴取した実験参加者群の 9名中
7 名が普段の当直よりも集中力を保つことが
出来たと回答したのに対し、音楽を聴取しな
かった実験参加者群は 10 名中 8 名が集中力
を保つことが難しかったと回答したことか
ら、音楽の聴取が集中力の低下を抑制するこ
とが示唆された。また、音楽を聴取した実験
参加者群に対して当直中に音楽が邪魔だと
感じたかという質問に対し、9 名中 7 名が邪
魔だとは感じていないと回答したことから、
主観的な視点においては音楽が当直を妨害
するおそれが小さいことが示唆された。 
以上のように、作業ではなく音楽の聴取に
よる眠気緩和について実験を行い、船社の担
当者に説明したが、納得させることはできな
かった。 
 
(4)船舶の衝突回避における状況認識 
 他船に関する状況認識と座礁防止にかか
わる船舶の位置確認は重要であることは認

識されていた。しかしながら用いる言葉は同
じであっても、各自の操船経験年数や操船経
験船舶の大きさといった航海経験によって、
タイミングや内容に違いがあるように観察
された。 
 このことから、船舶の操船経験を有する熟
練者と、実務経験を有しないが座学を終え実
習経験がある学生を比較することで、経験に
よる差を明らかにしようと実験を行った。操
船者の状況認識を計測するための用紙とそ
の記入例を図１に示す。用紙の記入方法とし
ては、まず左側の同心円部分に認識する他船
を記す。同心円の中心は自船であり、周囲の
他船を自船からの方向と距離を考慮して記
す。同心円は遠近の目安として利用する。次
に記した他船について評価する。記入例の他
船の横に数字があるが、これが評価値である。
この評価値は右欄のスケールを参考にして
記す。衝突を回避するという点で、まったく
気にならないを 0、非常に気になるを 10 とし
て評価する。ここで危険と感じるか否かとい
う評価スケールとしなかったのは、海上交通
の特徴を考慮してのことである。状況認識の
測定方法としては、まず 1次の周辺の知覚と
しては、点でも良いので当該他船が記されて
いれば知覚していると判断する。次に 2次の
現状の理解については、他船の進行方向が例
えば±30 度以内といったように基準内に線
が記されていれば現状の理解ができている
とした。3 次の将来動向の予測については、
他船についての評価値とヒアリング内容か
ら判断した。 
同一の船舶交通流での映像を提示し危険
船舶と定義した他船について調査した実験
では、神戸大学大学院海事科学研究科が保有
する船舶運航シミュレータを用いた。交通流
の中で左から接近する横切り船がそのうち
衝突する可能性があり、この船舶が危険船舶
である。熟練者も学生も危険船舶をほぼ用紙
に記入しており、1 次の周辺の知覚について
は熟練者と学生との間に差が無いことが示
唆された。2 次の現状の理解については、熟
練者がほぼ正しかったのに対し学生は半数
程度が正しかった。特に危険船舶が遠い場合
に学生が2次の現状の理解ができていないこ

図１ 操船者の状況認識を計測するための 
用紙記入例 

とが示唆された。3 次の将来動向の予測につ



いて、熟練者は早期から危険になる可能性を
予測していたが、学生の多くは危険船舶が至
近に近づいても危険と判断しておらず、学生
の将来動向の予測が不十分であることが示
唆された。 
次に（一社）海洋共育センターが（一財）
尾道海技学院の訓練生に対し、（一社）広島
海技学院の簡易操船シミュレータを用いて
行った訓練生の訓練評価にて協力を得て研
究を実施した。訓練生は 10 名であり、簡易
操船シミュレータは広島海技学院が各種訓
練で使用するものであった。熟練者について
は海洋共育センターの協力を得て実務者 10
名の協力を得た。実験の結果、上述の研究結
果と同様に1次の知覚については経験の差は
小さく、2 次の現状の理解について訓練生は
不十分であることが示唆された。3 次の将来
動向の予測について、計 3回の中断時におけ
る他船評価値の平均値を分析した。左から横
切る船（Ⅵ船）と右から横切る船（Ⅶ～Ⅹ船）
では、他船評価値の傾向が異なる。熟練者は
左からの横切り船（Ⅵ船）に対する評価値が
高く、訓練生は右からの横切り船（Ⅶ～Ⅹ船）
に対する評価値が高い。ヒアリング調査では，
熟練者は左からの横切り船（Ⅵ船）について
のコメントが多いが、学生は少なかった。こ
のコメントの内容から，学生は海上交通ルー
ルどおりに他船が行動すると将来の動向を
予測しており、熟練者は海上交通ルールどお
りに他船が行動しない可能性を予測してい
るものと推察された。 
まとめると、熟練者と学生（訓練生）を比
較すると、1次の知覚については差が無く、2
次の現状の理解については学生（訓練生）が
不十分であることが示唆された。また 3次の
将来動向の予測については、学生は熟練者の
ように将来動向を予測できていなかった。具
体的には、熟練者と比較して学生（訓練生）
の特徴は、危険な船舶に対しての危険評価が
甘いこと、海上交通ルールどおりに他船が行
動すると予測する傾向があること、時間的な
余裕を見込むことができていないことが示
唆された。 
 これらの実験では、交通流の中に必ずその
うち衝突の危険が生じる他船を配置してい
たため、実験参加者は必ず当該他船を知覚し、
現状を理解し、将来行動の予測を行い、衝突
回避操船を行うというシナリオであった。し
かしながらある船との船間距離を多く確保
するため、また目的地に向かうための進路を
変更するポイントに到達するなど、自船の針
路を変更することがある。交通流の中で自船
の針路を変更すると、それまで衝突の危険が
発生し得なかった他船と、衝突の危険が発生
する状況に変化することがある。このような
場合を想定して図2に示すようなシナリオを
作成した。このシナリオは、まず自船は現在
定められた航路内を航行しており、航路を出
て自由な海域に出たところで針路を90度（東 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2 自船の進路変更が新たな衝突危険を生 
み出す可能性のあるシナリオ 

 
方向）から 60 度（東北東方向）に変更する
計画である。自船の前には同速力の同方向に
航行する同航船が存在する。シナリオ上この
同航船は自船の航海計画と同じように航行
するが、操船者は同航船が変針点で左に針路
を変更するのか、それとも直進するのかは分
からない。左前方からは反航船が自船とは反
対方向に航行しており、航路に入るような針
路で航行している。自船の左前から航路へ向
かう他船も存在するが、配置の意図としては
ディストラクターである。 
学生と熟練者にこのシナリオで操船させ
た。この実験では，実験参加者の 1次の知覚
および2次の現状の理解ができている状態に
するため、シナリオ開始前に同航船、反航船、
他船について教示した。3 次の将来動向の予
測を計測するため、図 2の同航船の位置でシ
ナリオを一時中断し他船の評価させた後、ヒ
アリングを行った。この一時中断時点で同航
船は左に針路を変更し反航船の前を横切り
始めている。ヒアリング内容としては，計画
どおりに針路を 60 度とするつもりか否か、
そしてその理由である。 
 針路を 60 度に変更するつもりがあると回
答した学生は 10 人中 4 人であり、熟練者は
12 人全てが直進すると回答した。熟練者のヒ
アリング内容を要約すると次のとおりであ
る。 
①左舷対左舷で航過すべき状況である 
②反航船の後ろを行くべき状況である 
③同航船と反航船が接近しているので、こ
の 2隻の動向に要注意である 
直進すると回答した学生も熟練者と①と
②については同じであるものの、③について
述べたのは 6 人中 1 人のみであった。一方、
熟練者が一人も選択しなかった進路を変更
するつもりであると回答した学生4人のヒア
リング内容を要約すると次のとおりである。 
①とりあえず同航船についていく 
②反航船と横切りの関係にはなる 
③反航船と接近し衝突する可能性は考える 
 このように反航船と接近する、または危険
になるだろうという将来動向の予測を行っ
ているものの、熟練者と比較して切迫感が無
いことが分かる。また切迫感が無いことも相
まって、ただ単に同航船の後ろを航行すれば
よいと思っており、同航船と反航船の関係に
ついて将来動向の予測を行っていないこと



が分かる。さらに“反航船と横切りの関係に
なる”については海上交通ルールに関するコ
メントであるのだが、衝突までの余裕時間が
少ない時点において、針路の変更に伴って生
じた自船と他船の関係をもって海上交通ル
ールを適用することは大きな問題である。変
針前の関係に基づいて熟練者の『①左舷対左
舷で航過すべきである』と判断すべき状況で
あることから、この学生のコメントからも切
迫感が無く、時間的に余裕があるのか無いの
かを見込めていないと推察される。 
 
(5) 船舶の衝突・座礁を防ぐ安全教育の試行 
得られた知見を下に安全教育プログラム
を作成した。シナリオは図 2のシナリオを含
む複数のシナリオで行った。具体的な安全教
育プログラムの手順を次に示す。 
 
①操船シミュレータを用い研修参加者が個
別に全く同じ操船シナリオで操船をする 
予め決めておいた数回のタイミングで状
況認識に関する用紙に記入させヒアリング
を行い記録する。 
②操船シミュレータでの操船終了後、研修
参加者を集め、状況認識に関する用紙ならび
に操船シミュレータ結果を提示し、自身の状
況認識と操船結果を確認する。 
③互いの結果を見せながら自由に意見交
換をさせる。この際ファシリテータが技術論
に陥らないように、また目上の参加者が目下
の参加者を否定しないようにファシリテー
トする。 
 
これにより研修参加者は経験により異な
る状況認識の内容や認識された状況への対
応を学習することになる。すなわち、現場に
おいて「引き出しの数を多く持つこと」、「当
たり前のことを、馬鹿にせず、ちゃんと行う」
という言葉に対応する事象を自由な意見交
換から学ぶことになる。 
このプログラムを 3回試行したところ、研
修参加者からは従前と異なる有効な研修で
あるとの高評価を得た。 
本研究では眠気緩和について目的を達成
できなかったが、新たな海上交通における安
全教育プログラム手法を明らかにすること
ができた。 
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